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目的：本研究は、神奈川県における医療と介護の連携促進要因を探ることを目的とした。

方法：�神奈川県医療ソーシャルワーカー協会（MSW）、神奈川県精神保健福祉士協会（PSW）、神奈

川県介護支援専門員協会（CM）の協会員各150名を無作為抽出し、450名を対象とした郵送無

記名自記式質問紙調査（2016年３月28日～４月15日）を実施した。主な調査内容は、基本属性、

国の方策や地域の状況・疾患・医療体制等の知識、自分の周囲の連携体制、医療機関連携にお

ける課題、専門職としての役割意識である。データ分析には相関分析及び分散分析を用い、医

療と介護の連携要因と傾向を探った。

結果：�回答者140名（回収率31％）の職種全てにおいて項目間の高い相関が示された。特にMSWと

PSWにおいての違いが顕著に見られた。

考察：�本調査結果から連携促進要因には、①国の動向理解②疾患の正しい理解③連携への苦手意識の

克服④スーパービジョン・コンサルテーションのシステム整備⑤クライエント中心にした連携

意識が重要である。これらを踏まえ自分に何ができるかという視点や意識を少しでももちなが

ら、その気持ちを共有でき一緒に何かを始められる仲間探しから連携の一歩が始まると考えら

れた。

キーワード：在宅医療、地域生活、専門職連携、研修体制

Key words：�Community medicine, community living, interprofessional collaboration, in-service 

training

Ⅰ．はじめに

　2015年国勢調査の結果から、65歳以上の高齢者の

人口は総人口の26.7%となり、初めて４人に１人が

65歳以上の高齢者であると総務省は発表した１）。超

高齢化による社会構造の変化による2025年問題（５

人に１人が75歳以上）は、医療介護領域にも深刻な

問題である。この問題に対し厚生労働省は急速な準

備を検討し、医療介護領域にも早急な対応を求めた。

今までの在宅医療は、最後は病院で看取るという「病
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院完結型」が主流であった。しかし、2025年問題で

高齢化が進むと医療機関だけで高齢者を対応しきれ

ず、地域全体で治し支える「地域完結型」へのシス

テム移行が求められる。ところが、現在の在宅医療

システムでは、医療完結型から地域完結型への整備

が追い付いておらず、医療・介護サービスの提供体

制への改革が早急な重要課題となってい

る２）３）４）５）６）７）。

　厚生労働省は2013年に、社会保障制度改革国民会

議報告書の中で「病床機能分化により早期の家庭復

帰・社会復帰の実現とそれを支える地域包括ケアシ

ステムの構築」の必要性を明記した８）。これを受け

「医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充

実等」が2014年度の診療報酬改定の重点課題となっ

た。さらに2014年は、地域包括ケアシステム構築の

ために「地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関連法律の整備等に関する法律

（医療介護総合確保推進法、以下、医療介護総合確

保推進法とする。）」が可決された９）。2015年には介

護報酬が改定され、ここ数年で医療と介護を取り巻

く環境が大きく動き出した。つまり国は、法制度等

の改正により医療提供体制の効率化と地域包括ケア

システムの構築をめざして、地域における医療及び

介護の総合的な確保に大きく舵を切った。ところが、

法制度などのハード面は着実に進められているが、

それを担う専門職の体制が整っていない。地域包括

ケアシステム構築の計画や専門職間にチームアプ

ローチの視点はあっても、在宅生活を可能にするほ

どの連携体制が十分ではない。その上、自治体の在

宅ケアサービスにも格差がみられる。つまり、専門

職の連携が取れた地域づくりを求めて法制度を整備

しているが、医療・介護現場の連携の仕組みづくり

が間に合っていない状況である。そして在宅医療等

の調査研究では、そのサービスを使うことでクライ

エントの変化やチームアプローチの意識の重要性や

支 援 の 在 り 方 な ど が 多 く 述 べ ら れ て い

る10）11）12）13）14）15）16）。しかし、医療と介護を繋ぐ専門

職の意識調査などは実施されていない。そのため、

医療と介護を繋ぐ専門職が、どのような課題を抱え

ているか、また連携するためにはどのような意識を

もつことが必要かなどの連携体制の現状は明らかに

されていない。よって、在宅医療を支える医療と介

護の連携促進の現状や課題を明らかにし、それらを

踏まえた人材育成が地域包括ケアシステム構築には

必要である。そして、医療と介護の間を繋ぐ資源と

しての人材育成が2025年問題等を解決するためには

急務である。

Ⅱ．研究目的

　本研究は、神奈川県における医療と介護の連携促

進要因を探ることを目的とした。

Ⅲ．用語の定義

１．�保健福祉圏域：保健福祉圏域とは、障害者・高

齢者の保健福祉計画における都道府県が設定す

る広域の単位（圏域）を指す。神奈川県は、横

浜（横浜市）・川崎（川崎市）･ 相 模 原（相模

原市）・横須賀・三浦 （横須賀市、鎌倉市、逗

子市、三浦市、葉山町）・湘南東部（藤沢市、茅ヶ

崎市、寒川町）・湘南西部（平塚市、秦野市、

伊勢原市、大磯町、二宮町）県 央（厚木市、

大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、

清川村）・県 西（小田原市、南足柄市、中井町、

大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真

鶴町、湯河原町）の８つの圏域に分かれている。

２．�本研究の操作的定義：本研究では、地域生活支

援という視点から社会福祉士、精神保健福祉士、

介護支援専門員等の社会福祉領域の専門職のみ

を医療と介護に携わる専門職として位置付け

た。 

Ⅳ．研究方法　

１．研究対象者：以下のとおりである。

　�　神奈川県医療ソーシャルワーカー協会（以下、

MSWとする）150名

　�　神奈川県精神保健福祉士協会（以下、PSWと

する） 150名

　�　神奈川県介護支援専門員協会（以下、CMとす

る）  150名　計450名

　�　尚、対象抽出方法は、各協会会員名簿（2016年

２月末現在）より無作為抽出法により各150名ず
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つ、計450名を抽出する。 

２．�調査方法：本研究は、無作為抽出法による無記

名郵送自記式質問紙調査である。

３．�調査内容：本研究は研究設問を「医療と介護の

連携強化には、地域包括ケアシステムを理解し

ていることが必要か」とし、基本属性（性別、

年齢、経験年数、保健福祉圏域、所属機関、資

格等）、国の方策や地域の状況（７項目：よく

理解している～全く理解していない、の５件

法）、疾患・医療体制等の知識（10項目：よく

理解している～全く理解していない、の５件

法）、自分の周囲の連携体制（６項目：連携可

能な専門職の人数について記入）、医療機関連

携の中で感じていること（11項目：とても感じ

る～全く感じない、の５件法）、医療・介護連

携等の専門職としての役割意識（９項目：よく

できている～全くできていない、の５件法）、

医療・介護連携業務（７項目：よくできている

～全くできていない、の５件法）について調査

した。

４．調査期間：2016年３月28日～ 2016年４月15日

５．�分析方法：基本属性等単純集計並びに医療と介

護の連携の要因や傾向について、SPSSを用い

て、全体並びに職種別の相関分析および分散分

析を実施した。

６．�倫理的配慮：本研究は、神奈川県立保健福祉大

学倫理委員会承認（保大第25-67）を得て、対

象者に本研究の趣旨、方法、個人情報の取り扱

い、研究協力への有無による不利益がないこと、

調査票の返信をもって調査への同意が得られた

ものとする旨についても記入した書面を郵送し

た。個人情報の保護の観点から、各協会より対

象者へ発送をお願いした。

Ⅴ．結果

　 本 研 究 は、450部 配 布 中140部（MSW44、

PSW34、CM46）を回収し、回収率31％（MSW29%、

PSW23%、CM30%）であった。

１．対象者属性（表１）

　対象者の属性に関しては、下記のとおりである。

表１　基本属性（全体・職種別）
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２．�クライエント支援のための自分自身の周囲で連

携体制がとれる専門職の平均人数（表２）

　クライエント支援のための連携体制については、

各職種別では下記の通りとなった。CMが他の職種

と比べて、医療機関に対しては少ない結果となった。

　分散分析の結果は、医療機関のアセスメント

（df=2/104, F=5.893, p<.05）プランニング（df=2/102, 

F=6.462, p<.002）。 地域機関のアセスメント

（df=2/100, F=6.263, p<.05）プランニング（df=2/99, 

F=5.982, p<.05）が示された。

３．�医療と介護の連携促進要因における相関分析並

びに分散分析の結果

　以下の項目について、全体結果と職種別結果を

Pearsonによる相関分析並びに分散分析を実施し

た。

１）�国の方策や地域状況等の知識を理解しているか

（表３～表６、表23）

　�　相関分析では全体結果は、全ての項目において

相関がみられた（表３）。職種別（表４～表６）

では、PSWは④医療機能分化に対する相関が低

かった。

表２　クライエント支援のための自分自身の周囲で連携体制がとれる専門職の平均人数

表３　国の方針や地域状況の知識について（全体）

表４　�国の方針や地域状況の知識に
ついて（MSW）

表５　�国の方針や地域状況の知識に
ついて（PSW）

表６　�国の方針や地域状況の知識に
ついて（CM）
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　�　分散分析の結果は、①医療介護総合確保推進法

（df=2/119, F=7.312, p<.001）②地域包括ケアシ

ステム（df=2/121, F=8.647, p<.001）④医療機能

分化の理解（df=2/120, F=17.086, p<.001）」に対

しては、職種間の有意な差がみられた。 

２）�疾患・医療体制等の知識を理解しているか（表

７～表10、表23）

　�　相関分析では知識の理解に対する全体結果は、

⑤精神疾患に関しての項目のみ相関が見られな

かった（表７）。職種別は、MSWは⑤精神疾患と

⑥以降の病床の特徴や在宅医療との相関、PSW

は①～④の疾患名と⑦緩和医療、CMは①～③の

がんや生活習慣病等と在宅医療の相関が見られな

かった（表８～表10）。

　�　分散分析の結果では、全ての項目の①脳卒中

（df=2/121, F=24.238, p<.001）②がん（df=2/121, 

F=10.317, p<.001） ③ 糖 尿 病（df=2/120, 

F=12.870, p<.001） ④ 心 疾 患（df=2/121, 

F=16.000, p<.001） ⑤ 精 神 疾 患（df=2/121, 

F=27.365, p<.001） ⑥ 病 棟 の 特 徴（df=2/121, 

表７　疾患・医療体制等の知識について（全体）

表８　疾患・医療体制等の知識について（MSW）

表10　疾患・医療体制等の知識について（CM）

表９　疾患・医療体制等の知識について（PSW）
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F=15.458, p<.001） ⑦ 緩 和 医 療（df=2/120, 

F=13.681, p<.001）⑧訪問看護の役割（df=2/121, 

F=10.945, p<.001）⑨在宅介護の役割（df=2/121, 

F=14.474, p<.001）⑩介護施設の役割（df=2/121, 

F=14.372, p<.001）」で有意な差がみられた。

３）�医療・介護連携等の中で感じていること（表11

～表14、表23）

　�　相関分析では連携業務において感じていること

では、全体的に①～③の連携のしづらさと④連携

の苦手意識と⑦入院中と地域が切り離されている

という点の相関が高く示された（表11）。職種別

では、MSWは①～③連携のしづらさでは、他職

種のみだけではなく院内での連携のしづらさを感

じていた。（表12 ～表14）。

表11　医療・介護連携の中で感じていること（全体）

表12　医療・介護連携の中で感じていること（MSW）

表14　医療・介護連携の中で感じていること（CM）

表13　医療・介護連携の中で感じていること（PSW）
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　�　分散分析の結果では、②他職種との連携のしづ

らさ（df=2/120, F=4.191, p<.05）⑦入院生活と

地 域 生 活 は 切 り 離 さ れ て い る（df=2/120, 

F=8.621, p<.001）⑩医療機関SWの介護機関理解

力（df=2/118, F=12.310, p<.001）において、有

意な差がみられた。

４）�医療・介護連携等の専門職の役割意識の中でで

きているかどうか（表15 ～表18、表23）

　�　相関分析における役割意識の結果は、①～⑦の

項目では相互に相関が見られた。しかし、⑧スー

パービジョン体制は、⑤他機関との連絡と⑦切れ

目のない退院支援のみ、⑨コンサルテーション体

制においては、①役割理解②役割説明③自分の専

門性説明との相関は見られなかった（表15）。こ

れは職種別でも同じ傾向が見られた（表16 ～表

18）。

表15　医療・介護連携等の専門職としての役割意識（全体）

表16　医療・介護連携等の専門職としての役割意識（MSW）

表18　医療・介護連携等の専門職としての役割意識（CM）

表17　医療・介護連携等の専門職としての役割意識（PSW）
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　�　分散分析の結果では、①役割理解（df=2/120, 

F=5.150, p<.05）③自分の専門性の説明（df=2/120, 

F=3.163, p<.05）⑥カンファレンス（df=2/118, 

F=4.291, p<.05）⑦切れ目のない支援（df=2/118, 

F=7.276, p<.001）⑧スーパービジョン体制

（df=2/120, F=10.045, p<.001）⑨コンサルテー

ション体制（df=2/120, F=11.164, p<.001）」で有

意な差がみられた。

５）�医療・介護の連携業務についてできているかど

うか（表19 ～表23）

　�　相関結果での連携業務は、全ての項目において

相関が見られた（表19）。職種別にみると、MSW

は①ニーズに合わせて調整と③他機関職員のため

の指導のための医療スタッフへの働きかけと同じ

く③と⑦クライエント主体のための家族への働き

かけにおいて、相関が見られなかった。（表20 ～

表22）。

　�　分散分析の結果では、①ニーズに合わせて調整

（df=2/118, F=7.768, p<.001）②クライエント等

への技術支援への働きかけ（df=2/117, F=11.640, 

p<.001）③他機関職員のための指導のための医療

スタッフへの働きかけ（df=2/117, F=12.158, 

p<.001）⑤在宅生活への連携業務（df=2/118, F= 

3.559, p<.05）⑥介護サービス時に多職種連携の

ため率先して動く（df=2/118, F=7.146, p<.001）

で有意な差がみられた。

Ⅵ．考察

　本調査結果から医療と介護の連携促進要因には、

①国の動向理解②疾患の正しい理解③連携への苦手

意識の克服④スーパービジョン・コンサルテーショ

ンのシステム整備⑤クライエント中心にした連携意

識が重要であることが示された。

　まず①国の動向理解の点において、PSWは、地

域包括ケアシステムと医療機関の機能分化との関連

性に関してあまり意識しておらず、精神科救急は

知っていても地域包括といわれると精神障害者より

表19　医療・介護の連携業務（全体）

表20　医療・介護の連携業務（MSW） 表21　医療・介護の連携業務（PSW） 表22　医療・介護の連携業務（CM）
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表23　Tukey HSDによる多重比較

も高齢者支援の意識が強く、2025年問題にはPSW

には関係ないという意識が働いているように推測で

きた。しかし連携には、自分の領域には関係ないと

思わずに、今何が求められているかを常に意識する

姿勢が求められている。次に②疾患の正しい理解で

は、精神疾患への意識への相関関係が低く示された

が、精神疾患へのイメージが「統合失調症」等とい

う疾患だけに留まっているためと推測できた。その

ため精神疾患は、PSWの領域であり緩和ケアや訪

問看護、在宅介護という領域とは別世界のものと捉

えられていた。在宅医療の受け入れは、疾患のイメー

ジに捉われることなく、クライエントの疾患や状況

を把握しながら対応することが求められている。さ

らに、今後認知症も増加し、全ての病気等において

は、うつ状態などの精神症状が現れる可能性は誰に

でもある。よって、全ての職種が精神疾患への知識

や対応の仕方などを習得することが連携促進のため

には必要である。③連携への苦手意識の克服では、

入退院の前後での連絡調整や情報提供は、他機関へ

の連絡調整が苦手と思っていると、業務が忙しい中

では、なかなか億劫な作業である。そのため、この

ままでは入院と地域での退院後の生活が切り離され

ていると感じていても、行動が伴わないという現状

が明らかになった。そこで、どのように連絡調整を

するとスムーズにできるかなど、自分の専門性や役

割を説明ができるようなスキルを身に着け自信をつ

けることが重要である。④スーパービジョン・コン

サルテーションのシステム整備では、スーパービ

ジョンを受ける意識やシステムが整っていないこと

も問題である。つまり、このシステムが軽視される

とそれぞれの専門性を高めるための自己覚知や連携

等の対応の仕方などの教育機会がもちにくくなる。

よって、専門的スキルの向上が遅れると考えられる。

コンサルテーションにおいては、他職種とのカン

ファレンスというイメージが強いようであるが、コ

ンサルテーション時にも自分の業務役割や自分の専

門性を説明する力が求められる。そのことについて

意識化させることも重要な課題である。⑤クライエ

ント中心にした連携意識では、MSWとPSWは同じ

ソーシャルワーカーであるが、業務内容からみられ

る意識差異があることが明らかとなった。それには

PSWは、MSWと同じく病院で働くものとCMのよ

うに地域で働くものとが存在することが大きいとい

える。さらに、PSWは精神疾患という「障害と疾

病を合わせもつ」対象者のため、入院中だけでなく

退院後も関わりをもつことが多い。よって、PSW

は両方の視点が必要となり、クライエントの接し方

に対して、得意分野を特化しているMSWとCMと

の違いが現れたと推測できた。

　連携とは、それぞれの得意分野をいかに調整しな

がら、うまく混ぜ合わせ調合することであると考え

る。よって連携時には、誰かの指示を待つだけでな
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く、自分が率先して動く行動力と相手を尊重する姿

勢が必要になるといえる。 

Ⅶ．おわりに

　この調査結果の連携促進要因を踏まえて、自分に

何ができるかという視点や意識を少しでももちなが

ら、その気持ちを共有でき一緒に何かを始められる

仲間探しからその一歩が始まると考えられた。また、

それぞれの職場で蓄積された医療と地域が協働する

手法等を共有、そして検討することも大事である。

そして、時代にあった医療と地域の連携のための手

法として、本研究結果を連携のための研修体制等に

盛り込むことも2025年問題の課題解決のための一つ

の方法である。

　本研究の限界は、神奈川県内の調査であり、社会

福祉領域のみを対象としているため、今後の医療と

介護の連携を検討するためには、医療関係職種も入

れた調査が必要である。
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